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東区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築

○サービス事業所への、定期的なアンケー
ト実施や、個別面談会での意見聴取によ
り、現状の課題や実態を把握する。
○個別事例から抽出した「地域課題」を整
理し、いま必要とされている支援が何かを
発信する。重度障がいや発達障がい、触法
障がい者等の受入促進を模索。

○新規サービス提供に関する事業所アン
ケートを実施（年4回・170事業所）。
○通所サービス事業所運営責任者との個別
面談会を実施（37事業所）。
○福岡市近郊の療養介護や重症児の周産期
医療機関、医療的ケア実施事業所、親の会
などへヒアリング。
○ネットワーク会議の企画。
○依存症支援や触法障がい者支援で実績の
ある事業所への見学・意見交換。

○通所サービスにおける運営課題の把握、
利用対象者の拡大や将来保証、農福連携な
どについて意見交換できた。

○「東区の地域課題から新しい利用者像を
探る」をテーマにネットワーク会議を企画
し250名の参加応募があった。※新型コロ
ナウイルス対策のため開催延期。

○ヘルパー事業所の人材不足が深刻。サー
ビス拡充の手立てを検討。
○強度行動障がい者や触法障がい者などの
受入促進、依存症やひきこもり者への対応
促進。
○地域課題の再整理と、不足するサービス
の検討。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

○東区内の特定相談支援事業所の設置、相
談員の増員を目指す。
○事業所や利用者トラブルの対応による疲
弊、人材流出を懸念して、相談員による適
切な介入を検討する。
○相談支援部会を開催し、知識や経験を補
う学びの場を設け、ネットワークを構築す
る。

○相談支援部会を開催（年5回）。
①（43名）住まいの支援について。
②（36名）加算の活用、地域相談支援。
③（38名）障がい児相談、家族支援。
④（41名）相談と医療との連携。
⑤（33名）司法との連携。
○計画相談の新規受入アンケート実施（6
回／隔月で、対応可能件数を把握）。

○特定相談支援事業所が3事業所増えた。
○地域相談支援について、計画相談支援業
務における加算の活用例、障がい児の支援
事例などを共有し、日々の相談支援業務に
おける課題を協議、解消するヒントを得ら
れる場を設けた。
○福岡市と福岡市社会福祉協議会が行うモ
デル事業：住まいサポートふくおかについ
て相談員等へ周知し、試行した。

○相談員は増加しているが、急な傷病によ
る対応困難も見られた。体制の拡充を目指
す。
○医療等との連携において計画相談の報酬
が発生せず動きにくいケースも多く、連携
のしづらさが課題。より効果的な連携のあ
り方を整理した上で、委託相談でも対応す
る仕組みを検討したい。

区内の地域福祉の基盤づくり

○心のケアネットワークを開催し、精神科
病院・相談・GH等の連携強化、専門性向
上のための研修等を実施する。
○災害時の対応を、医師会や地域包括等と
協議する。
○住まい探しや金銭管理支援について、社
会福祉協議会と連携して体制構築を図る。
○医療・介護・教育・司法との連携、地域
共生を促進する。

○心のｹｱﾈｯﾄﾜｰｸ研修会を開催（年4回）。
①（29名）住まい・日中型GHなど。
②（28名）地域づくり・地域共生。
③（41名）相談と医療との連携。
④（115名）民生委員との連携。
○ひきこもり者支援件数を集計。
○地域包括との圏域連絡会議等を開催。
○東区医師会防災担当者会議、住まいサ
ポートふくおか（社協）、ライフレス
キュー、東警察署等との意見交換。

○東区基幹の支援対象のうち、約230名が
ひきこもり状態であることを確認（8
月）。その後、地域包括等との連携会議な
どにおいて、8050問題をテーマに意見交
換等を各地域で行った。
○地域の精神科病院で退院希望者向けの取
組を毎月継続。
○精神科7病院へ個別ヒアリングを行い、
精神障がい者が地域で暮らすための課題等
を抽出した。

○把握したひきこもり者の3割は手帳もな
く、医療や福祉サービス等につながりにく
く介入困難。改めて精神保健福祉センター
との役割分担を協議し、相談窓口の拡充を
検討する必要がある。
○入退院により地域生活が困難な精神障が
い者を支える仕組みを検討する。住まい・
医療・訪看・相談機関の連携を深める。

区内での緊急時の対応に関する取り組み
○緊急受け入れ対応拠点登録を進める。
○各サービスの緊急対応の実績を集約し、
ノウハウを周知する。

○特定相談支援事業所へのアンケート結果
をもとに、「緊急時受け入れ・対応候補者
リスト」を作成（1・2類型）。
○1・2類型に該当しないハイリスク世帯
には、計画相談担当者へ緊急対応のための
サポートブック活用を呼びかけ。

○緊急時受け入れ・対応候補者リストをも
とに、計画相談担当者と連携し、必要に応
じて1・2類型への事前登録へつなげた。

○災害時・パンデミック状況下での単身独
居者等への支援を模索する。地域定着支援
等を活用した緊急時対応も検討。
○グループホーム・短期入所・ヘルパー
等、緊急時対応に必要な社会資源を拡充。
○より対応困難な利用者に対応できる専門
性を備えた事業所を整備する。
○各サービスの緊急対応の実績を集約し、
ノウハウを周知する。

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）

1



博多区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築

・ネットワーク会議を開催することにより
事業者全体のスキルアップをはかる。ま
た、コンプライアンスの意識を醸成し、質
の担保を確保する。
・事業種別にネットワークを開催すること
で共通の専門性における共通の課題に取り
組める。また、回を重ね、顔の見える関係
から、さらに進んだ共助関係を築くことで
支援体制の強化を図る。
・ネットワーク会議において、事業所情報
に関するアンケートを実施し、集約した情
報を社会資源名簿作成や地域診断に活用、
一次相談窓口として正確な情報を把握。
・精神保健福祉ネットワーク会議を開催す
ることで、医療・行政・精神障がい者支援
の事業者間の連携強化を図る。

（１）事業種別にネットワーク会議を開催
した。令和元年度は「居宅介護」年1回（2
回目はコロナの為中止）実施。情報シート
を用いて参加事業所間の情報交換等をおこ
なった。「放課後等デイ」年１回（2回目
はコロナの為中止）実施。介護現場におけ
るハラスメントの実態についての意見交換
や事業所情報についてアンケートを実施し
た。「生活介護」年2回、「短期入所」年2
回のネットワーク会議を実施した。「生活
介護」では、生活介護事業所2ヶ所を見
学。短期入所1回目は事業所の特徴や稼働
率についてアンケート実施。2回目は他区
との横のつながりをもちたいという希望が
あり東区の事業所にも対象を拡げて開催、
また、事業所情報についてのアンケート実
施。
（２）健康課との共催で「博多区精神保健
福祉ネットワーク会議」（テーマ：チーム
支援）を実施した。第2回目は2月予定もコ
ロナの為中止。

•事業種別にネットワーク会議を実施し
て、「居宅介護」においては、事業所が日
頃抱える問題について共有でき、事業所間
の横のつながりが築けた。「放課後等デ
イ」については他事業所の特性や課題を共
有することができた。「生活介護」におい
て見学は好評で今後ネットワーク会議で取
り組みたいテーマも共有できた。「短期入
所」では、現状を把握でき、新設の事業所
に対し実務的な助言ができたり、広域で課
題を共有できた。また、アンケート実施に
より事業所情報の集約ができた。
•精神保健福祉ネットワーク開催により医
療や精神（障がい者）に関わる事業所との
連携強化の地盤が築けた。

（１）事業種別ネットワーク会議に加え、
複数・全体・他区事業所などコラボレー
ションしたネットワーク会議に取り組む。
（２）各事業種別にアンケートを実施、社
会資源名簿作成や地域診断マニュアル作
成。
（３）博多区精神保健福祉ネットワーク会
議を年2回、健康課と共同開催。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

・ネットワーク会議を開催し、情報提供、
学習会、事例検討等を行うことにより相談
支援専門員のスキルアップをはかる。ま
た、コンプライアンスの意識を醸成し質の
担保を確保する。相談支援専門員同士の連
帯感を高め、バーンアウトを防ぐ。運営に
係る情報提供（業務効率化や加算）を行
い、運営が安定的に継続できるようにす
る。
・助言や同行などのフォローアップを行う
ことにより、困難事例の対応が可能にな
る。

（１）「指定特定相談支援事業所ネット
ワーク会議」を年5回（6回目はコロナの為
中止）を開催した。1回目は制度変更に伴
う学習会、２回目はハラスメント、３回目
はケース管理と業務の効率化、４回目は福
祉サービスの自己点検票に基づく振り返
り、５回目は基本相談をどこまでやるか、
と回ごとにテーマを設定し、グループワー
クを行った。
（２）指定特定相談支援事業所に必要な情
報提供、助言、訪問同行等を行い専門的支
援、人材育成を行った。
（３）インフォーマルな情報交換会（新年
会）を企画・実施した。

・指定特定相談支援事業所ネットワーク会
議の開催により、指定特定相談支援事業所
相互のネットワーク、区障がい者基幹相談
支援センターとのネットワークを強化し
た。
・指定特定相談支援事業所ネットワーク会
議で事例検討や学習会を実施し相談支援専
門員のスキルアップや業務効率化が図られ
た。
・指定特定相談支援事業所に対して必要な
情報提供、専門的助言、訪問同行等を継続
して行うことができた。
・インフォーマルな情報交換会では連帯感
の醸成やストレス発散の場づくりができ
た。

（１）指定特定相談支援事業所ネットワー
ク会議を定期的に開催、事例検討や学習会
等によるネットワーク構築、人材育成。
（２）指定特定相談支援事業所と各事業と
のネットワーク構築。

区内の地域福祉の基盤づくり

・地域の支援者（民生委員児童委員、地域
ボランティア）とのつながりを持つことに
より、障がい者の情報を把握しアウトリー
チ支援につなげる。
・地域包括支援センターと連携することで
65歳以上の高齢障がい者や介護保険対象の
障がい者の方の支援を円滑に行うことがで
きる。ネットワーク構築や連携強化を図
る。
・社会福祉協議会の地域づくりに参加し、
地域のニーズを把握し、支援体制の一端を
担う。
・地域移行・定着支援の実績を増やす。

（１）博多区第1圏域すべての民生委員児
童員委員協議会に参加、吉塚地区の地域カ
フェに参加。
（２）地域包括支援センターの圏域連携会
議や高齢者支援会議に参加しネットワーク
構築に取り組んだ。
（３）博多区社会福祉協議会主催の見守り
マップ作りやふれあいネットワーク活動に
参加。
（４）近隣他区の精神科病院を訪問し、博
多区の地域移行・定着支援の取り組みを説
明。

・博多区の民生委員児童委員協議会や地域
カフェに参加し、改めてセンターの役割を
周知し、民生委員より相談を受けたり、協
働する機会が持てた。
・地域包括支援センターとの連携がしやす
くなり、制度の境界にある対象者（高齢者
で未受診等）の支援がスムーズに行えた。
・見守りマップ作りに参加し、地域の高齢
者・障がい者を把握し、地域の支援者との
つながりが持てた。
・他区病院より博多区に退院する方の支援
依頼が増えた。

（１）博多区第1圏域において、地区担当
制にして頻度を増やして民生委員児童委員
協議会に参加、定期的な地域カフェ参加。
（２）地域包括支援センターの圏域連携会
議や高齢者支援会議に参加。
（３）博多区社会福祉協議会主催の見守り
マップ作りや地域の活動に参加し、地域づ
くりの一端を担う。
（４）まだ訪問できていない近隣他区の精
神科病院を回り、地域移行・定着支援の博
多区での取り組みを説明する。
（5）教育関係者・SSW・児童支援事業
者、行政機関とのネットワークづくり。

区内での緊急時の対応に関する取り組み

・緊急対応事例の両基幹での情報共有によ
りノウハウを蓄積する。
・短期入所ネットワーク会議開催（ネット
ワーク会議再掲）。
・緊急対応拠点の利用者登録を進め、拠点
事業の利用をスムーズにする。
・防災対策の検討を行い、自然災害に備え
る。

（１）緊急対応事例の情報を博多区第１・
第２障がい者基幹相談支援センターで共有
して対応を協議した。
（２）博多区の短期入所事業所にアンケー
ト調査を行った。児童の短期入所事業所に
ついても情報集約したものをマニュアル化
した。
（３）短期入所事業所ネットワーク会議を
開催（再掲）
（４）指定特定相談支援事業所に緊急対応
拠点の説明と登録促進を行った。
（５）新任職員対象に地域生活緊急対応拠
点の見学研修を行った。

・緊急対応事例とその対応について情報共
有と対応の協議を行うことにより、緊急対
応のノウハウを蓄積することができた。
・博多区の短期入所事業所の、定員、受け
入れ対象、緊急対応の状況について調査を
行い、短期入所についての地域診断を行う
ことができた。
・短期入所事業所相互のネットワークを構
築するとともに、現状の課題について協議
することができた。
・地域生活支援緊急対応拠点の利用時に担
当者と連携がスムーズに行えた。

（１）緊急対応事例とその対応について両
基幹で情報共有、協議。
（２）短期入所ネットワーク会議の開催
（再掲）。
（３）緊急対応拠点の利用者登録。
（４）短期入所事業所（児童受入れ可能な
事業所も）を増やすよう働きかけを行う
（５）自然災害に対する防災対策の検討
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中央区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築
・中央区内関係機関とのネットワークの構
築

・実行委員会の開催（1回/月）
・第12回ちゅうちゅうネット研修会
9/14「落水洋介さん講演会～今を大切に
生きる～難病という名の宝物」
・第13回ちゅうちゅうネット研修会（ポ
スター発表）2/28「可能性を広げる支援
～強みを活かす支援とは～」※延期。
・区部会での「地域課題シート」の作成。
・中央区精神医療・保健・福祉ネットワー
ク交流会への参加・代表者会議への参画。

・実行委員会…研修運営の積極的な参画、
協議会の取組の周知、地域課題の掘りおこ
しが少しずつできてきた。
・落水洋介さん講演会…福祉・教育・行
政・地域福祉（民生委員）・一般の方など
色々な分野・年齢の方が１８３名参加。福
祉という枠を超えて「今を大切に生きる」
という視点で多くの参加者に喜んでもらう
ことができた。

•ちゅうちゅうネットの中で協議会の動向
周知が不十分→積極的に発信し、実行委員
会の中で地域課題を吸い上げ、中央区内で
課題解決のために動いていく。区部会への
積極的参加も促していく。
•実行委員の任期・役割等取り決めが整理
されていない→実行委員要綱の作成
・精神分野のネットワークの不足…行政主
催のネットワーク交流会に参加しながら関
係を広げていく。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

・相談支援事業所のフォローアップ（情報
のサポート・助言）
・相談支援事業所とのネットワークの構築
・気軽に相談できる関係づくり
・相談支援専門員の資質の向上

・相談支援部会の開催（1回/2ヶ月）
事例検討・情報交換・行政との意見交換会
・福祉サービス事業所空き情報アンケート
の実施・集約・相談支援事業所への情報提
供（4回/年)
・ケースのフォロー（訪問・同行・会議参
加など）

・相談支援部会…相談支援専門員が悩んで
いる事、業務の中でのやりづらい点などに
ついて積極的に意見交換することで、抱え
る課題について把握することができた。事
例検討では児童の事例について、学校の
SSWにも入ってもらい、検討することが
できた。
・空き情報アンケート…Webアンケートに
切り替えたことで、効率化を図ることがで
きた。

・相談支援部会の参加者の偏りがある→参
加の促しを強化し、参加者を増やす。
・協議会の動向周知が不十分→積極的に発
信し、相談支援事業所からの地域課題を吸
い上げ、中央区内で課題解決のために動い
ていく。区部会への積極的参加を促す。
・「中央区いろどりネット」に名称変更。
・Webアンケート、情報発信の継続。
・相談支援事業所の実態把握、連携。

区内の地域福祉の基盤づくり
・各分野ごとのネットワークの構築（児
童・高齢・地域福祉・医療機関など）

（児童）
・SSWとの意見交換会1回/年
・特別支援連携協議会の参加（2回/年）
・中央区こどもネットワークキックオフ会
の準備…主要機関への挨拶
（行政・学校等　※キックオフ会は延期）
・要保護児童対策地域協議会の参加
（高齢・地域福祉）
・地域包括主催の圏域連携会議への参加
・認知症啓発イベントラン伴への参加
・校区民児協への参加
・ちゅうちゅうネット通信発行。（1回
/3ヶ月）

（児童）
・障がい児関係の支援者（学校・相談機
関・子育て支援課等）との顔の見える関係
づくり、教育面での課題や現状を少しずつ
知ることができた。児童の相談が圧倒的に
増加。
（高齢・地域福祉）
・地域包括支援センターからのケース
（8050問題・ひきこもり）を通じた相談
や民生委員からの相談も数件あり。

・児童分野のネットワーク不足→中央区こ
どもネットワーク開催（1回/2ヶ月）、特
別支援連携協議会への参加を通して顔の見
える関係づくり、児童分野での地域課題の
掘りおこしをする。
・ケースの相談はあるものの地域包括や医
療機関との情報交換の場がない→定期的な
情報交換の場を設置。
・民児協への継続参加。障がい福祉の啓
発。校区災害時避難行動計画の把握。

区内での緊急時の対応に関する取り組み ・緊急時に備えた体制整備

・緊急時拠点事業所登録者リストの作成
・緊急時拠点事業所への登録手順の整理
・相談支援部会での相談支援事業所への周
知（チラシの配布）
・24時間相談体制による緊急時対応

・利用者への周知を徹底し、必要に応じて
登録を進めていくことができた。

・緊急時拠点事業所登録者（R1.4時点）
Ⅰ類型（きらきら）　計3名
Ⅱ類型（か～む）　　計13名
・緊急時拠点事業所利用者（元年度実績）
Ⅰ類型（きらきら）１名
Ⅱ類型（か～む）　1名
Ⅲ類型（ひまわり）1名

・緊急時拠点事業所について周知をしては
いるものの区内の相談支援事業所からの登
録依頼はない。→中央区いろどりネット
（旧：相談支援部会）での再度発信。その
他の事業所にも積極的に周知し、緊急時に
備えた登録を進めていく。
・中央区内に短期入所がない→事業所への
短期入所事業の啓発
・当センターでも緊急時の一時対応ができ
る環境の再整備を検討。（移転も視野に）

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）
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南区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築

◆ネットワーク会議を継続して開催し、繋
がりを広げる
◆ネットワーク会議を通して地域の課題を
抽出、整理する
◆実行委員会の内容を充実させ主体的な参
加へつなげる

〇南区ネットワーク会議　年２回開催
〇SSW、MSWへの参加の声掛け
〇テーマ利用者との距離感、意思決定支援
〇南区ネットワーク分科会居宅介護部
　年2回開催
〇ネットワーク会議分科会通信の作成
　年2回発行
〇実行委員へ役割のお願い
〇分科会の実行委員会を新たに立ち上げ
〇実行委員を新たに1人増員

・第10回南区ネットワーク会議開催
44事業所90名参加
SSW、MSWの参加あり

・第11回南区ネットワーク会議
＊コロナ対策のため中止

・第1回南区ネットワーク分科会開催
13事業所15名参加

・第2回南区ネットワーク分科会開催
17事業所18名参加

・実行委員の主体的な参加、課題の吸上げ

南区は現状でも事業所の数も多く、全体が
参加しやすいテーマ、環境設定が課題。今
後に参加枠の拡大、SSW、MSWなど連携
したい種別をどう巻き込んで定着させてい
くか検討が必要。
継続した定期での参加、今年度立ち上げた
分科会のように的を絞った会の設定。
地域課題の解決や、区基幹の取組みを意識
した企画。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

◆緊急対応拠点の利用手順等を周知する
◆指定特定相談支援事業所のスキルアップ
をはかる
◆新規事業所、閉所事業所へのバックアッ
プを行い、相談支援事業の継続、サービス
を受ける利用者が困らないように体制を考
える

〇南区つながるネット　年2回開催
〇テーマ事例検討（医ケア、児童、発達障
害）、緊急時を想定したプラン、医療的ケ
アについて
〇担当窓口との連携による指定特定事業所
へのアプローチ（引継ぎ援助、実態把
握）、保健福祉センターにて対策のための
話合いを開催、情報整理

・第10回南区つながるネット
18事業所23名参加

・第11回南区つながるネット
16事業所17名参加
研修を通して相談員のスキルアップ、社

会資源の情報提供、周知に繋がった
・指定特定相談支援事業所の閉所、休止に
あたって対応検討の話合い、電話、メール
等による情報整理を行うことで、関係者や
利用者へのスムーズな相談対応に繋がった

参加の少ない事業所へのアプローチ。
今年度は3カ所の事業所が閉所、もしくは
休止になり、1カ所が相談員が減ってい
る。受け皿の確保（事業所を増やす）を考
えることが必要。同時に現在ある事業所が
継続できる取組みも検討が必要。
指定特定と区基幹の連携の在り方、役割の
整理が必要。

区内の地域福祉の基盤づくり

◆他機関との連携を図るために区内のネッ
トワークを把握し、今後の活動に反映させ
られるように整理する
◆他団体主催の会議・研修等へ参加し基幹
の周知を行い、お互いに相談しやすい関係
性を作る
◆各団体が感じている地域の課題の掘り起
こしを行う

〇地域包括との連携、会議への出席
〇他団体主催の研修等においてケース報
告、講師依頼
〇他団体主催の会議等への定期参加
⇒民生児童委員協議会参加、周知活動/南
区特別支援教育連携会議参加、事例報告/
南区いきいき連携会議参加/南区精神懇話
会参加/長丘校区住んでよか隊定例会参加/
つるたろう定例会議参加/病院勉強会講師/
その他各種会議、研修会へ参加

・各種会議、研修会等への積極的な参加を
することにより、関係機関との連携が増
え、区基幹の周知ができた
・個別で相談を受けることが増え、地域の
掘り起こしが進んだと考えられる
・ひきこもりなど、地域と繋がりにくかっ
たケースが繋がるようになった
・他団体の取組みや動きを知ることで、区
基幹からも相談しやすい環境ができた

地域の中に様々な団体、研修会などがあ
り、参加頻度や連携の在り方を考えること
が必要。区部会の活動として目的にそった
アプローチの仕方を考える。
まだまだ改めて区基幹の役割について聴か
れることも多いため、継続した周知と、整
理が必要。
区内で活動している団体や取り組みなどの
情報収集。

区内での緊急時の対応に関する取り組み

◆緊急対応拠点の適切な利用に繋がるよう
にする
◆緊急対応拠点だけではなく、短期入所
等、適切にサービスに繋がるようにする
◆緊急時に困らない相談支援体制作りを検
討する

〇研修会で緊急時を想定した支援をテーマ
として取り扱った
〇指定特定相談、利用者やその家族に個別
で緊急対応拠点について説明
〇指定特定相談からの要請に応じて、ケー
ス整理、ケースカンファへの参加を行った

・研修会等でテーマとして取り扱うことで
指定特定相談への周知が進み、個別での相
談が増えた
・個別での説明、ケースカンファへの参加
を通じた整理により、指定特定相談にも、
利用者や家族にも具体的なイメージを持っ
てもらうことができた

指定特定相談への聴き取りなどによるケー
スの把握。対応が苦慮されるケースなどを
一緒に整理する。
地域の中に不足している社会資源、地域の
状況の整理を行い、地域課題を明確にす
る。

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）

4



城南区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築

城南サポネットにて、多種職で意見交換す
ることで、支援のヒントを導き出し、新し
い時代のニーズを共有することをねらいと
した。

「8050問題」「子育て支援」について福
祉サービス事業所、医療関係者、地域包括
支援センターを対象に令和元年度城南サポ
ネットを計画する（R2年2月）。
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め中止した。

区内の精神科病院にお伺いしサポネットの
コンセプトを説明する過程で、病院の困り
ごとを直接聞き取ることができた。
【病院Wrの困りごと】
・ケースの対応に悩んでいる
・福祉サービスや制度が分からない
・退院希望あるも環境調整ができない

令和2年度、中止となった城南サポネット
をどのような形で実行するか、区部会、事
務局会議を通し精査し進めていく。
取り組み案としては、既存のネットワーク
の活用と他区との共同により短期入所の受
入確保など支援体制を構築したい。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

区内を中心とした相談支援事業所を対象
に、それぞれが抱える課題を把握し、相談
支援専門員が相談できるサポート体制をつ
くることをねらいとした。

面的整備事業として、令和元年10月～12
月にかけ、相談支援事業所を訪問し、緊急
登録のリスト登録をする案件の有無、困り
ごとの聞き取りをおこなった。

相談支援事業所が、何に困っているのか生
の声をきくことができた。複数のケースで
連携している相談支援事業所からの相談が
増えた。同行訪問やケア会議による現場で
のサポートが増えている。
　【相談支援専門員の困りごと】

・加算の取り方や事務の効率化
・ケースの対応に悩んでいる

これまでに挙がってきた課題について、ど
のような取り組みを進めるか検討する必要
がある。特にケースや課題が挙がらない相
談支援事業所へのアプローチをどうするか
様々な方法を取り入れる工夫が必要。ま
た、基幹センターの相談員が利用者のニー
ズを的確に捉えられる力・見立て力が必
要。

区内の地域福祉の基盤づくり

・城南区内の地域移行の促進と病院と地域
の連携を深めていくことをねらいとして、
城南区内の地域移行の現状を把握し、今後
基幹センターで行う取り組みを検討した。
・身近な地域の方とのつながりを深めるこ
とをねらいとして、地域カフェへの関わり
を継続的に行うようにした。

・地域移行に先駆的に取り組む基幹セン
ターに取り組みの内容を聞き、城南区近辺
の精神科病院のPSWと健康課･保健師へ地
域移行や地域連携についての現状の聞き取
りを行った。
・堤公民館で開催される「つつみカフェ」
の設営ボランティアに毎回参加するように
した。

・地域移行や退院支援過程において、人員
等の都合で十分な支援が行えないこと、受
入れ先(住まい)の少なさ、本人の了解が取
れない場合の見守り体制の難しさ、情報共
有や連携のあり方、研修や情報交換の場の
希望があることが分かった。
・地域のボランティアや民生委員の方に基
幹センターや障がいのことを認識してもら
うことができた。

・城南区での地域移行を進めていくため、
地域移行の流れを図式化し、こころのケア
共感部会において流れの確認や連携のあり
方などを関係者間で理解していく流れを作
る。
・引き続き「つつみカフェ」の設営ボラン
ティアに参加し、地域の方とのつながりを
深め、地域の現状の理解や障がい者支援の
相互理解を深めていく。

区内での緊急時の対応に関する取り組み

緊急時に備え、段階やフィールドに合わせ
て事前にできる対策を進めることで利用者
に与える生活リスクの軽減と面的整備の促
進をねらいとした。

面的整備事業として、令和元年10月～12
月にかけ、相談支援事業所を訪問し、緊急
登録のリスト登録をする案件の有無、困り
ごとの聞き取りをおこなった。
災害をテーマとした映画上映企画に参画
し、地域住民の防災への意識や障がいの理
解の場つくりを他法人と共同で進めた。

8事業所を訪問した結果、緊急登録リスト
対象者は抽出されなかったことを受け、課
題が見えてきた。各相談支援事業所に対し
てリスト登録の流れを周知することができ
た。
防災と障がいについて地域住民の関心を得
ることができた。

防災などの地域住民も関心があるテーマを
取り上げ、災害時と平常時を含めた日々の
見守り体制をつくっていくための地域の特
性に応じた柔軟な取り組みが必要。
緊急時の支援のイメージの共有化をネット
ワークの中で進めていく必要がある。

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）
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早良区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築

1.さわらのわ
障がいネットワークと高齢者等地域ネット
ワークの交流を進める。
2.さわ介ネット
居宅介護事業所を中心に事業所間の連携や
情報の共有をはかる。
3.凸凹ネットさわら
障がい者福祉施設の啓発、連携。

1.「第4回さわらのわ」の実施(11/15)
テーマ：8050問題の事例を基にグループ
ディスカッションを実施。
2.さわ介ネット(年4回の定例会を実施)

①引きこもり支援，
②訪問看護の取り組み,
③当事者の話を聞く，
④事例検討

3.凸凹ネットさわら：月1回のワーキング
グループ(WG)会議と年4回の事例検討，新
人研修，合同販売，施設間交流等実施。

1.高齢,障がい合わせて48名の参加あり。
障がい福祉と介護保険サービスの意見交換
ができて良かった等の意見あり。
2｡ヘルパー等、毎回20～30名ほどの参加
者あり。日頃の支援につながるための講義
やグループでの課題検討が実施できた。
3.各事業所職員間での交流を深めることが
出来た。また、配布用のパンフレット(改訂
版)や合同販におけるパネルや法被の制作も
行った。

1.実行委員会において、各ネットワークの
代表が毎回、参加することができないた
め、事前･事後のメールの活用等検討。
2.周知,PRの工夫(会報その他)と参加事業所
の拡大
3.福祉現場における人材確保･定着のため
の研修の取り組みならびに、民間協早良区
部会に加入しているがネットワークに加盟
していない事業所への研修の呼びかけも
行っていく予定。

､

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

１．相談支援事業所との有機的なネット
ワーク構築をめざす。顔が見える関係づく
りの実施。
２．専門的な指導・助言・人材育成
相談支援事業所訪問を通じて、困難事例、
ハイリスク児者の把握、支援を行ってい
く。

○年３回の定例会議と3回の研修を実施。
定例会議では、情報提供・交換、協議を
行った。
○人材育成の取り組みとして、3回の研修
を実施した。
・第1回 就労系サービスについて
・第2回　後見制度について
・第3回　生活保護について
〇事業所を訪問し、困難事例やハイリスク
児者の確認をする。

○事業所訪問をきっかけに、案内を出して
いる事業所のほとんどが参加するように
なっている。
○利用者の緊急拠点の登録に繋がった。

○新規事業所の訪問や新規相談支援員の人
材育成及びベテラン相談支援員の活用等人
材育成に継続して取り組んでいく。

区内の地域福祉の基盤づくり

○地域ネットワーク等の取り組みを進める
中で、関係機関との連携を深め、障がい児
者、生きづらさを抱える人達の掘り起こ
し、支援を強めていく。

○さわら南よかとこネット等、地域団体へ
の積極的な参加
○包括支援センターとの連携
圏域会議への参加や日常的な連携を構築
○民生委員・児童委員との連携
区民児協主催の研修講師や地区の定例会の
参加
○児童に関わる機関(学校,行政,療育セン
ター,母子寮等)との連携

○研修講師や地区民児協定例会における広
報誌の配布といった啓発を通して障がいへ
の理解は高まってきている。
○地域での活動通して｢顔の見える関係｣を
作ってきたことで、包括や民生委員の方か
らの相談(80-50問題)や母子寮等からの相
談(障がいのある母子の支援)も増えてきて
いる。

○地域団体,包括,民児協等へのかかわりは
今後も継続。
○障がいのある児童と保護者の相談も増え
ている。今後、児童に関わる機関との連絡
会議への参加も検討する。

区内での緊急時の対応に関する取り組み
○緊急時相談対応拠点についての周知とハ
イリスク障がい児･者の把握

○拠点事業所への事前登録と対象者リスト
の作成
○区内の指定特定相談事業所への聞き取り
調査によるハイリスクケースの把握
○区内の短期入所事業所への聞き取りによ
る実態把握

○地域への事業所に対する拠点事業の理解
が深まった。また、登録後、実際拠点につ
ながったケースもある。

○引き続き、特定相談への聞き取り調査は
継続する。
○ハイリスクケースへの継続アプローチ。
○拠点事業所以外の短期入所事業所にも緊
急時の積極的な対応を促していく。

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）
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西区

取り組みのねらい 主な取り組み内容 成果 課題・今後の取り組み

区ごとのネットワークの構築 ・西区内事業所間で顔の見える関係の構築

・西サポネット
→・実行委員会の実施（毎月）
　　H31年度の研修会企画
　　R2年度ﾈｯﾄﾜｰｸの検討

・西サポネット研修会

・研修会参加希望者の増加（106名応募あ
り）
・訪問看護事業所のﾈｯﾄﾜｰｸ参加

・サービス種別独自のネットワークがな
い。
→【サービス種別でのネットワークの構
築】ネットワークの細分化を図り、情報の
共有や地域の課題にチームでの対応を行っ
ていく。

区内の相談支援事業所のネットワークの
構築，専門的な助言・人材育成

・相談支援専門員間の情報交換
・相談支援専門員の息抜き
・相談支援専門員のボトムアップ

・西区相談あつまろう会（年2回）
・西区相談勉強会（年3回）
→事例検討（2回）

緊急対応ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる事例報告
＊新型コロナウイルスの影響によりあつま
ろう会、勉強会、各1回中止

・緊急時の際、相談支援専門員との連携が
スムーズに行うことができるように変化が
見られた。

・相談支援専門員の専門性の向上
→【勉強会を中心とした西区相談あつまろ
う会の開催】今年度収集した、相談支援専
門員が学習したい内容を主軸に取り入れ、
講師を招き開催を行っていく。

区内の地域福祉の基盤づくり

・地域における基幹相談支援センターの周
知
・各専門の役割理解を深める。
・連携を行い、役割の分担を行うことで、
負担の軽減を図りスムーズな支援を行う。

・地域包括支援センターとの連携支援
・ゆうゆうセンターとの勉強会
・ペアレントメンターカフェの実施
・特別支援教育連携協議会
・ピアスタッフの啓発、活用
・SSW情報交換
・ひきこもり支援企画会議
・圏域ｹｱﾏﾈ連絡会
・ﾍﾟｯﾄ問題共同事業に関する会議

・支援時における連携がスムーズになって
きた。
・互いの役割の認識を深め分担が行いやす
くなった。
・相談件数が増え、早期対応が可能になっ
てきた。

・現行のサービスでは対応が難しいケース
や内容がある。
→【多種相談窓口との連携を意識した支援
の展開】各専門窓口では対応できないケー
ス、相談内容に対し相談窓口間で連携・
ネットワークを構築し、フォーマル、イン
フォーマルを超えた支援を展開していく。

区内での緊急時の対応に関する取り組み ・緊急時対応の理解を深める。

・西区相談あつまろう会
→緊急対応ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを講師に招いた勉強
会
・公民館長（姪浜・内浜）との緊急時設備
について意見交換
・緊急時のサービス調整

・緊急時の際、相談支援専門員との連携が
スムーズに行うことができるように変化が
見られた。

・事前登録が進まず、緊急事態が起こって
からの相談がある。
→【緊急時を想定した支援の構築】関係者
及び、関わりのあるケースを通じ支援の基
本として、緊急時を意識した支援の構築を
図る。
【行政機関との連携体制の構築】緊急時に
活用できる関係性、および情報の交換を
行っていく。

令和元年度　区部会活動報告（区ごとの障がい者基幹相談支援センターの取り組み）
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